
４．残土処理の問題解決について（建設業部会） 

 

残土の処理には、公共残土処理場や民間残土処理場を利用する必要があるが、現在、

三島市内には公共残土処理場がなく、民間残土処理場も受入れ量が上限に達しています。  

そのため、遠方の処理場に搬出することになり、運搬費がかかるうえ、処分費につい

ても高騰しています。それが、違法な投棄や不適正な盛土などの環境問題に発展する懸

念となります。建設発生土の抑制や工事間流用等、民間企業として将来を見据えた協力

は業界全体の課題として捉えているところです。 

三島市においては、残土の再資源化や安全管理の促進、建設業者の経営負担の軽減等

の残土処理問題の解決に向け、官民協働による残土処理場の建設も視野に入れ検討をし

ていただくよう要望します。   

 

回答：財政課（検査室）・都市整備課 

 

公共工事で発生する残土（建設発生土）の処分につきましては、ご存知のとおり三

島市内には公共残土処理場は無く、また民間処理場も一杯の状態となり、現在市外の

処理場に搬出している状況にあります。昨年 11 月には三島市建設産業連合会から「こ

れからの建設残土の在り方について」の要望書を頂いており、大変重く受け止めてお

ります。 

 そのため、令和 4 年度には、全ての三島市技術職員を対象に勉強会を 3 回開催し、

職員全体の問題として取り上げ、発生を抑制する方法、リサイクルの方法、最終処理

場の建設等を検討してまいりました。 

 また、静岡県におきましても、昨年 7 月に静岡県盛土等の規制に関する条例が施行

されたことから、建設発生土の処理については県全域の問題として捉える中で、静岡

県交通基盤部を主体とし、国土交通省、県内市町、建設業協会、砕石業協同組合、建

設発生土処理事業者協議会及び建設発生土リサイクル業者等を集め、静岡県内の建設

業全体で将来にわたって持続可能な建設発生土の処理を実現することを目指し、建設

発生土処理に関する官民連携のプロジェクトである「ふじのくに土プロジェクト」を

推進する「みらいの県土研究会」を令和 5 年 2月に設立しました。三島市も現在の状

況を分かっていただくため、この研究会に東部市町で唯一参加させていただいており

ます。 

 研究会では、基本方針の 3 つの柱である「発生抑制（土を出さない）」「利活用促進

（土を無駄にしない）」「適正処分（土を不適切に処分しない）」に対し、取組を進め

ていくものであり、特に利活用促進については、官民連携によるストックヤードのモ

デル地区を東部にも整備し、官民連携したストックヤードの効果検証を行うという話

も聞いております。 



 三島市としては今後、三島市建設産業連合会との連携を保ちながら、この研究会に

参加することで静岡県とも継続的に連携し、建設発生土問題に取り組んでいくほか、

設計積算に関しましても建設発生土が適切に処分出来るよう、関係職員に周知徹底し

てまいりたいと考えております。 

 

  


